浦賀・鴨居地域の高齢者見守りに関する新聞配達店との覚書
　浦賀地区社会福祉協議会、浦賀第１地区民生委員・児童委員協議会、浦賀第２地区民生委員・児童委員協議会、浦賀地区連合町内会、鴨居地区連合町内会（以下「甲」という。）と浦賀行政センター管内を配布地域としている新聞販売・配達店（以下「乙」という。）と浦賀行政センター（以下「丙」という。）は、浦賀・鴨居地域に居住する高齢者等の見守りに関して、下記の通り覚書を取り交わす。
（目的）

第1条　乙は新聞の配達などの日常業務を行う際に、浦賀・鴨居地域に居住する高齢者等の不審な状況（新聞や郵便物などの溜まっている状況等）を発見した場合に、丙に通知し、通知を受けた丙は対象地域の民生委員又は町内会長・自治会長に連絡を取って不審な状況を確認することによって、高齢者等の孤独死や不慮の事故等を防止することを目的とする。
（連絡方法）

第2条　乙は別表１に掲載している手順に従って、浦賀・鴨居地域に居住する高齢者等の不審な情報を丙に通知する。

　　但し、乙が既に高齢者等の具体的な状況を把握できた場合には、所定の手続きに依らず、直ちに警察署又は消防署に連絡を取り、事後的に丙に連絡するものとする。

２　丙は、乙から連絡を受けた情報等を明細地図などで確認し、甲に所属し、当該地域を担当する民生委員又は町内会長・自治会長に高齢者等の状況を確認してもらうよう連絡する。また、乙は必要に応じて、当該地域を担当する地域包括支援センターに連絡する。
３　当該民生委員又は町内会長・自治会長は、高齢者等の状況を確認し、必要に応じて、警察署又は消防署に連絡をする。
（顛末の報告）
第3条　丙は、後日、甲及び乙に対して、被通報者の安否などの情報を可能な限り報告するように努めなければならない。

（期間）

第4条　本覚書の期間は、平成24年４月１日から当該年度末とし、期間満了の１カ月前までに甲、乙及び丙のいずれからも何ら申し出のない場合は、さらに１年間自動更新されるものとし、以降も同様とする。
（その他）
第5条　本覚書に定めなき事項が発生した場合には、甲、乙及び丙は誠意をもって別途協議し、解決を図るものとする。

　　上記、協議の証として本覚書３通を作成し、甲、乙及び丙が記名押印のうえ各々１通を保有する。

平成24年（2012年）　月　日

　

甲　浦賀地区社会福祉協議会会長　　○○○○○


　　浦賀第１地区民生委員・児童委員協議会会長


　　　　　　　　　　　　　　　　　○○○○○


　　浦賀第２地区民生委員・児童委員協議会会長


　　　　　　　　　　　　　　　　　○○○○○


　　浦賀地区連合町内会会長　　　　○○○○○


　　鴨居地区連合町内会会長　　　　○○○○○
　

乙　○○○新聞配達店　　　　　　　○○○○○
丙　浦賀行政センター館長　　　　　○○○○○
